
1 医療用テレメーターの現状と課題 

1.1 調査検討に至る背景と目的 

電波を利用して、心電図などの生体信号を離れた場所でモニタリングすることが

できる医療用テレメーターは、医療の高度化を支えるツールとしてなくてはならな

い存在になっている。 

当初、医療用テレメーターは電波法の適用を受けない「著しく微弱な電波」を使

用する設備として利用されてきたが、昭和 61年の微弱電波の基準の見直し（平成

元年施行）により、微弱電波を使用した医療用テレメーターは利用できなくなった。 

それを期に免許を要しない無線局である「特定小電力無線局」制度が創設され、

医療用テレメーターは、その中の一つとして位置づけられ専用周波数が割り当てら

れるとともに技術基準が定められ、混信のない信頼性の高いシステムとして新たな

スタートを切ることとなった。 

その後も技術進歩に伴い、患者の心電図以外の生体信号の伝送を行うなど高機能

化が進められた医療用テレメーターは医療サービスの向上や医療従事者の負担軽減

に大きく寄与している。 

しかし、制度化当時、患者からナースステーション等への通信しか想定されてい

なかったため現行制度では片方向通信に限定されており、通信を双方向化すること

で医療の高度化、患者のＱＯＬの向上を図りたいとする医療現場のニーズに応える

ことが困難な状況にある。 

本調査検討会は、このような状況を受けて、双方向医療用テレメーターのモデル

システムを構築し、双方向化システムの有用性を検証するとともに、技術条件等に

ついて調査検討を行い、双方向医療テレメーターの実現及び周波数の有効利用に資

することを目的とするものである。 

 

1.2 医療用テレメーターの現状 

1.2.1 制度的枠組み等（電波法、薬事法） 

医療用テレメーターは、無線機器であると同時に医療用機器である。このため

電波法、薬事法の二つの法律により規律されている。 

 

(1) 電波法の規律 

医療用テレメーターは、免許を要しない特定小電力無線局として位置づけられ

ており、省令において周波数の範囲及び用途並びに技術基準が定められている。

この中で通信方式は片方向通信である「単向通信」に限定されている。 

利用者は、技術基準に適合していることが証明された機器を使用すれば、無線

局の免許を受けずに使用することができ、無線従事者の資格も要しないこととな

1 

 



っている。医療用テレメーターの割当周波数を表 1.2-1に示す。 

 

表 1.2-1 医療用テレメーターの割当周波数 

 Ａ型 Ｂ型 Ｃ型 Ｄ型 Ｅ型 

電波型式 
F1D,F2D,F3D 

F7D,F8D,F9D 
F7D,F8D,F9D F7D,F8D,F9D,G7D F7D,F8D,F9D,G7D F7D,F8D,F9D,G7D 

周波数 

[MHz] 

420.0500 - 421.0375 420.0625 - 421.0125 420.0750 - 420.9750 420.1000 - 420.9000 420.3000 , 420.8000 

424.4875 - 425.9750 424.5000 - 425.9500 424.5125 - 425.9125 424.5375 - 425.8375 424.7375 

425.7375 

, 425.2375 

429.2500 - 429.7375 429.2625 - 429.7125 429.2750 - 429.6750 429.3000 - 429.6000 429.5000   

440.5625 - 441.5500 440.5750 - 441.5250 440.5875 - 441.4875 440.6125 - 441.4125 440.8125 , 441.3125 

444.5125 - 445.5000 444.5250 - 445.4750 444.5375 - 445.4375 444.5625 - 445.3625 444.7625 , 445.2625 

448.6750 - 449.6625 

 

448.6875 - 449.6375 448.7000 - 449.6000 448.7250 - 449.5250 448.9250 , 449.4250 

12.5kHz ｽﾃｯﾌﾟ 25kHz ｽﾃｯﾌﾟ 50kHz ｽﾃｯﾌﾟ 100kHz ｽﾃｯﾌﾟ － 

空中線電力
[W] 

0.001 0.01 

通信方式 単向通信方式 

占有周波数
帯幅の許容

値[kHz] 
8.5 16 32 64 320 

チャネル数 480 234 114 54 12 

          

(2) 薬事法の規律 

医療用テレメーターは薬事法に規定する医療用機器であるが、無線設備、通信

方式を制限する規定はない。 

 

1.2.2 医療用テレメーターの構成 

(1) 医療用テレメーターの装置構成 

医療用テレメーターの装置は、使用方法によって携帯型と据置型の 2種類に分

類されているが、いずれもセンサー、送信機、アンテナシステム、セントラルモ

ニターで構成されている。ここで、センサーと送信機をまとめてテレメーター端

末と呼ぶこととする。医療用テレメーターの装置構成を図 1.2-1に、システム構

成を図 1.2-2に示す。 
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図 1.2-1 医療用テレメーターの装置構成 

 

 

図 1.2-2 医療用テレメーターのシステム構成 

 

センサーで計測された生体信号は、テレメーター端末から連続送信され、院内

の天井裏に設置されたアンテナシステムを介して、ナースステーションのセント

ラルモニターにおいて受信される。受信された生体信号は受信装置で解析・処理

が行われ、モニター上で生体信号波形及び数値情報が表示されることから、患者

の容態等をリアルタイムで把握できる。 

患者の生体信号に異常が検出された場合には、セントラルモニターからアラー

ムを発することができるようになっており、院内ＰＨＳにより医師・看護師に知

らせることができるものもある。 
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(2) セントラルモニター 

セントラルモニターは、医療用テレメーター及びベッドサイドモニターで計測

された生体信号を解析・処理して、モニター上に患者の生体信号波形及び数値等

を表示するシステムである。 

設定された患者の血圧、体温、脈波などの生体信号情報が画面上に表示される

とともに、患者の生体信号に異常が検出された場合にはアラームにより医師・看

護師に異常を知らせるようになっている。 

 

(3) アンテナシステム 

アンテナシステムは、テレメーター端末から送信された電波を受信してセント

ラルモニターに送るシステムであり、現在、アンテナシステムとして二つの方式

が使われている。また、医療用テレメーターは単向（片方向）通信方式を採って

いるため、アンテナシステムは受信専用となっている。 

アンテナシステムがカバーする範囲は、看護単位を基本としており、1フロア

に 2つの看護区域がある場合であっても、看護単位ごとに別々にアンテナシステ

ムを設置してそれぞれのナースステーションで受信できるようにしている。 

基本的には、患者は看護単位から出ないことを前提にアンテナを敷設しており、

看護単位によりエリアを分けることによって、混信の抑制にもつなげられている。 

 

ア 空中線方式 

基台付きのホイップアンテナなどを病室、廊下等の天井裏に設置して、通信エ

リアをカバーしている。受信した信号は合成器で合成され、受信ブースターによ

り損失補正を行った上でセントラルモニターに送られる。 

空中線方式の構成を図 1.2-3に示す。 

 

図 1.2-3 受信アンテナシステム（空中線方式）の構成 
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イ 漏洩同軸ケーブル方式 

漏洩同軸ケーブルを病室、廊下等の天井裏に敷設して、通信エリアをカバーし

ている。図 1.2-4の例では漏洩同軸ケーブルを 2系統敷設してどちらか強い電波

を受信するダイバシティ方式を採っており、これによりフェージングの影響を軽

減して安定に受信できるようになっている。 

漏洩同軸ケーブル方式の構成を図 1.2-4に示す。 

 

図 1.2-4 受信アンテナシステム（漏洩同軸ケーブル方式）の構成 

 

1.2.3 医療用テレメーターの種類 

医療用テレメーターは、据置型と携帯型の 2つのタイプに分類され、入院患者

の容態等に応じて使い分けられている。 

  

(1) 据置型医療用テレメーター 

据置型医療用テレメーターは、主に動けない重症な患者を対象に使用するもの

で、患者の枕元に設置して使用しベッドサイドモニターが付属している（総称し

てベッドサイドモニターと呼ぶ）。 

据置型は交流電源で機能し、心電図波形、呼吸波形、脈波波形、血圧、呼吸、

体温、酸素飽和度等の生体信号に加えて、附帯情報としてアラームの状態、患者

のＩＤ番号、機械のＩＤ番号などの情報も送っている。計測項目は、患者の容態、

病気の種類に応じて選択できるようになっている。 

据置型でも無線を使用した機種がほとんどだが、一部有線でセントラルモニタ

ーと接続する機種があり、有線の場合は双方向通信が可能となっている。 

 

(2) 携帯型医療用テレメーター 

携帯型医療用テレメーターは、一般的には快方に向かっている患者に使用する
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もので、身体に装着して使用するため小型軽量化されており、病室からトイレや

談話室などへ歩行しがら計測できるのが大きな特徴である。 

伝送情報は、心電図波形、呼吸波形、脈波などの生体信号であったが、最近の

機種では据置型と変わらない生体信号が送信可能となっている。附帯情報として

は患者ＩＤ番号等の他、電池切れの情報も送信している。テレメーター端末は、

測定できるパラメータの数により数種類あり、もっとも小型のものは、たばこ箱

程度の大きさで、単 3乾電池 1本で約 7日間連続動作する。 

 

1.2.4 医療用テレメーターの利用状況 

(1) 医療用テレメーターの販売累計台数 

昭和 63年に特定小電力無線局として制度化された医療用テレメーターは、当

初はアナログ方式が主流であったが、技術の進歩によりデジタル方式が採用され、

かつてはＢ～Ｅ型の占有周波数帯幅が必要とされた複数の生体信号の送信がＡ型

の占有周波数帯幅で可能になるなど、機能の高度化が図られている。現在販売さ

れている医療用テレメーターは、ほとんどがデジタル方式のＡ型となっている。 

国内で販売されている医療用テレメーターの累計台数は、平成 21年現在で約

20万台（携帯型が 70%、据え置き型が 30%）となっている。 

当初、医療用テレメーターは、手術後の患者の容態観察のために使用されてい

たため、循環器内科、外科を中心に使用されていたが、最近ではほとんどの診療

科で使われるようになり、病院内での利用は増加している状況にある。 

医療用テレメーターの販売累計台数を図 1.2-5に示す。 

 

    

図 1.2-5 医療用テレメーターの販売累計台数 
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(2) 病院規模毎のテレメーター所有台数 

平成 22年度に実施されたアンケート結果 ※の元データをもとに、テレメーター

使用状況を推定する。 

  図 1.2-6は、病床数と導入している医療用テレメーターの台数の関係を表し

たものである。これを見ると、所有テレメーター台数が 50～99台の施設数が一番

多いが、当然のことながら病床数が多くなるに従い、台数の多い区分の分布が多

くなっている。 

  

図 1.2-6 病院規模毎のテレメーター所有台数：施設数 

 

取りまとめ単位が所有テレメーター「200台以上」を最大値としているため、

それ以上の保有状況は不明であるが、病床数に対しての所有テレメーター台数は、

ほぼ 1/6～1/3 となっていることや、図 1.2-7で示すように 200床～499床の施設

でも 200 台以上のテレメーター所有している施設もあることから、800床以上の

一部の施設では 400台以上のテレメーターを所有していることが推定できる。 

 

※注釈 

「医療機器の保守点検（医療安全）に関する研究」における分担研究（研究代表者:菊池眞

（防衛医科大学校副校長/医用工学講座教授））、「小電力医用テレメーターの無線チャネ

ル管理者」に関する実態調査アンケート（加納隆（埼玉医科大学保健医療学部教授）、廣

瀬稔（北里大学医療衛生学部教授）、高倉照彦（亀田総合病院 ME室長）、須田健二（杏林

大学保健学部助教））の元データを基に、テレメーター使用状況を推定した。（平成 23

年 2月～3月調査実施。全国 300 床以上の 1576病院を対象に実施。回答数 687（回収率

43.6%）。） 
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図 1.2-7 200台以上のテレメーター所有施設の内訳 

 

1.2.5 周波数（チャネル）の管理方法とひっ迫状況 

(1) 周波数（チャネル）管理 

医療用テレメーターの周波数の管理方法については、JEITA電子情報技術産業

協会が「小電力医用テレメーターの運用規定」（規格 EIAJ AE-5201A 1982年 12

月制定 ）として標準的なルールを示している。これによると病院内を病棟単位に

設定されるゾーンに分割し、各ゾーンにあらかじめ配分された周波数（チャネル）

を決められた優先順位により使用することにより混信等を防止できる仕組みにな

っている。 

この方法では相互変調を防止するため、割当周波数 480チャネルのうち一部を

割り当てていないため、使用できる周波数（チャネル）の上限は 399チャネルと

なっている。 

バンドとチャネルとゾーンを表 1.2-2に示す。 
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表 1.2-2 バンドとチャネルとゾーン 

バンド 周波数範囲 チャネル 周波数 ゾーン チャネル
420.0500MHz 1001 420.0500MHz 1001

： 1002 420.0625MHz 1004
421.0375MHz 1003 420.0750MHz 1015
424.4875MHz 1004 420.0875MHz 1021

： ： ： 1042
425.4875MHz ： ： 1049
429.2500MHz 1079 421.0250MHz 1054

： 1080 421.0375MHz 1072
429.7375MHz 1002
440.5625MHz 1005

： バンド1 80チャネル 67チャネル 1016
441.5500MHz バンド2 120チャネル 96チャネル 1022
444.5125MHz バンド3 40チャネル 35チャネル 1050

： バンド4 80チャネル 67チャネル 1055
445.5000MHz バンド5 80チャネル 67チャネル 1073
448.6750MHz バンド6 80チャネル 67チャネル ： ：

： 計 480チャネル 399チャネル 1010
449.6625MHz ※ゾーン配置時 1018

1028
1033
1040
1061
1067
1020
1041
1048
1053
1071

計 67チャネル

バンド5
(1MHz)

バンド6
(1MHz)

ゾーン1

ゾーン2

ゾーン8

ゾーン9

バンド1
(1MHz)

バンド2
(1.5MHz)

バンド3
(0.5MHz)

バンド4
(1MHz)

425.9750

 

 

 

(2) チャネル管理の実例 

運用規定に基づいた病院でのチャネル管理の実例を表 1.2-3で示す。 

・ 病床数 1000床の病院（関東地方） 

・ 使用テレメーター台数は 357台。（Ａ型 345台、Ｂ型 12台） 

・ 病床毎にゾーン配置することとしていたが、当初のテレメーター導入から年々導

入台数が増えたため、ゾーン＝病棟という管理が難しくなっている。（患者モニ

ターを停止してチャネルの再割当ができないため） 

・ このため病院からはテレメーターの追加導入の要望があるが、割当チャネルの確

保がきびしい状況となっている。 

 

 

 

 

・バンド：医療用テレメーターに割り当てられた周波数帯の呼称 

      420～450MHz の範囲にバンド 1～6 

・チャネル：送信中心周波数を規定した番号（12.5kHz 間隔） 

       送信機 1 台に付き 1 チャネル。チャネル番号をラベル表示 

・ゾーン：相互変調による混信（受信妨害）を起こさないチャネルの組み合わせ 

      病院内における医療用テレメーター運用上の管理エリアの単位 

      アンテナシステム上は分離される（ゾーン配置） 
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表 1.2-3 チャネル管理表の例（病床数 1000床の病院） 

 

（資料編に拡大したものを掲載） 

※数字はチャネル番号。色の付いた番号（メーカー毎に色分け）は調査時に使用し

ていたテレメーターを表す。「1-7B」等の表記は、病棟番号を表す。Ｂ型の列に

番号が記載されている箇所もあるが、色付けされていないチャネルはＡ型で使用

されている。 

 

(3) 周波数のひっ迫状況 

表 1.2-3の例のように、大規模病院では、当初病棟ごとにゾーン設定していて

も、その後の病棟の増築や高度医療の進展に伴うテレメーターの追加などにより、

ゾーン配置を守ることができない状況が生じてきている。 

医療用テレメーターは、24時間連続して患者の生体信号のモニタリングを行う

ことから使用周波数（チャネル）の変更を行うことは大変困難である。 

病院には休みがないため、一斉にテレメーターを休止させることができないこ

とに加えて、病院毎に配置される無線チャネル管理者は臨床工学技士（厚労省の

国家資格）が担当している場合が多いが、臨床工学技士は医療機器全体の保守・

管理を行っており、無線に関する知識もあまりないことが多く、使用周波数の変

更を行う余裕がないからである。 
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図 1.2-7の傾向及び(2)の管理実態を勘案すると、800床以上の病院の一部では

テレメーターのチャネル不足が生じているものと推定される。 

 

1.3 医療用テレメーターに関する要望 

1.3.1 システム改善要望 

(1) 医療現場の状況 

隔たれた場所で生体信号をモニタリングできる医療用テレメーターは、限られ

たスタッフで多くの患者のケアを行う医療現場にはなくてはならないツールであ

るが、これに関わる医療事故も起こっている。 

こうした状況を受けて、日本看護協会における「一般病棟における心電図モニ

ターの安全確認ガイド」（2010年）策定や（独）医薬品医療機器総合機構の「心

電図モニターの取扱い時の注意について（PDMA医療安全情報 No.29）」（2012年）

の発出など、医療事故防止に向けた様々な取組みが行われている。 

しかし、使用者である医療機関のみの対策では、改善しきれない事例があり、

システムにより改善を図る必要性が指摘されている。特に夜間は看護スタッフが

患者 50名当たり 2～3名と少なくなることから、医療現場では患者に対する責任

と医療事故に対する不安が大きく改善要望は極めて切実である。 

 

(2) システム改善要望 

調査検討会で議論された医療用テレメーターの要望と課題を整理したものは

次のとおりである。 
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表 1.3-1 医療用テレメーターの要望と課題 

 

課題（問題点） 実現したいこと 

双方向通

信による

解決 

携帯型の医療用テレメーターを装着

した患者の心電図等に異常を検出し

た場合においても患者はそのことに

気付かない｡(ナースステーションか

ら注意を促すことができない｡) 

また､意識を失う重篤な異常の場合

に患者の居場所がわからずに迅速な

救命措置がとれないことがある｡(医

療事故の事例あり｡) 

患者に対して､異常を検出したことを

メッセージ等により知らせ注意を促

す｡ 

実現には

通信の双

方向化が

必要 

医師や看護師が必要と判断したとき

は､セントラルモニターの操作により

患者の端末から警報音を発生させ､所

在が不明な患者の捜索を補助する｡ 

実現には

通信の双

方向化が

必要 

緊急時に患者の居場所が分からず迅

速な救命措置がとれない｡ 

患者の位置情報をナースステーショ

ンで把握できるようにする｡ 

- 

セントラルモニターで設定した患者

属性情報等が端末側に反映されない

ため､情報の食い違いや患者の間違

いが生じることがある｡(患者の取違

え事故の事例が報告されている｡) 

セントラルモニター側で設定した患

者属性情報等を端末に転送･反映でき

るようにする｡これにより､患者名を

確認して装着できるようになり事故

の防止効果が期待できる｡また､二重

の入力をなくすることで医療従事者

の負担軽減を図ることができる｡ 

実現には

通信の双

方向化が

必要 

医療用テレメーターを装着している

患者が通信エリア外(圏外)に移動す

る等によりテレメーター信号が途絶

えることがある｡ 

また､そのことに患者が気付くこと

ができない｡ 

患者に対して､モニタリング圏外であ

ることをメッセージ等により知らせ､

注意を促すことができるようにする｡ 

実現には

通信の双

方向化が

必要 

センサーの電極の外れ等によるアラ

ームがナースステーションのセント

ラルモニターから頻繁に鳴るため､

アラームに対しての注意が薄れ、重

大なアラームを聞き逃してしまう｡ 

センサーの電極を外れにくくする｡ 

緊急性､重要性に応じて音色の違うア

ラームを鳴らすようにする｡ 

- 

病棟内をくまなく通信エリアにする

ことができない｡ 

テレメーターの送信出力を上げて通

信エリアを広げる｡ 

- 

医療用テレメーターで非観血式血圧

(NIBP)を定時測定している場合に測

定エラーが発生すると､その都度病

室に行き手動で測定する必要がある

が、問題なく再測定できることが多

い｡ 

非観血式血圧計等をナースステーシ

ョンのセントラルモニターから制御

し起動できるようにする｡ 

実現には

通信の双

方向化が

必要 

無線チャネル管理者によるチャネル

管理が煩雑｡ 

システムによりチャネル管理を不要

としたい｡ 

- 
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1.3.2 アンケート調査による双方向化等の要望 

(1) 概要 

調査検討会では、医療用テレメーターに関する要望や現状の使用状況を把握す

るために医療施設に対してアンケート調査を実施した。 

 

ア 調査対象 北陸管内の病床数 200以上の 36施設 

イ 回答者 医師及び看護師（循環器系内科及び医療用テレメーターを利用している         

他の診療科）、無線チャネル管理者 

ウ 調査期間 平成 24年 12月～25年 1月 

エ 回答数 27 施設（回収率 75%） 

（詳細については、資料編に掲載する。） 

 

(2) 結果 

ア 医療用テレメーターの通信の双方向化により実現できたら良いと思われる機能 

主に医師・看護師を中心に、医療用テレメーターの通信の双方向化により実現

したい機能について調査した結果は、図 1.3-1のとおりである。 

表 1.3-1で取りまとめた要望について、「救助要請音の発生」、「モニタリン

グ圏外通知」、「セントラルモニター情報の反映」が 60%前後の要望を集めてい

る。特に看護師のみのデータでみると、「救助要請音の発生」は 78.1%、「モニ

タリング圏外通知」は 75.0%と高率の要望となっている。 

 

図 1.3-1 通信の双方向化により実現したい機能 

 

双方向化に伴う要望としては、モニタリング圏外通知等について「患者に対し
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てはメッセージ表示よりも、音声で知らせる」、ナースステーションのセントラ

ルモニターでも「音声によりアラーム名を知らせる」という、音声案内機能につ

いて掲げられている。「テレメーター測定情報の電子カルテへの自動反映」や「携

帯型テレメーターにおける心電図波形表示」のような双方向化以外の高機能化に

ついての要望も掲げられている。 

 

イ 医療用テレメーターの所有台数 

23施設からの回答があり、その内訳は図 1.3-2のとおりである。医療用テレメ

ーターの所有台数は、回答のあった半数以上の 12施設で 100台から 149台となっ

ている。 

 

図 1.3-2 テレメーター所有台数 

 

図 1.3-3のとおり、病床数が多い規模の大きい病院であっても所有台数が多い

とは限らず、病床数に対してのテレメーター所有台数の比率は 15～20%未満が半

数近い。 

 

図 1.3-3 テレメーター所有台数/病床数 
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ウ 医療用テレメーターに関する不満 

病院の無線チャネル管理者に対して、医療用テレメーターに関する不満につい

て調査した結果は、図 1.3-4のとおりである。 

「テレメーター信号の途切れ」とは、電波の状況から病棟内でもテレメーター

が途切れる状態があることであり、「操作性、安全性」の面も強化すべき課題で

ある。 

 

図 1.3-4  医療用テレメーターに関する不満 

 

具体的には、「患者が病棟（ゾーン）を離れた場合に混信の恐れがある」こと、

チャネル重複があってもモニターに表示がない等の「チャネル管理の煩雑さ」や

電波ノイズや電極外れにより頻繁にアラームが鳴ることに対しての「誤アラーム

の解消」が不満として掲げられている。 

    

1.3.3 まとめ 

(1) 医療用テレメーターのシステム改善 

医療用テレメーターに関する課題と解決策については、1.3.1で整理したとお

りであるが、これらの解決策のうち通信の双方向化により実現する機能について

は 1.3.2のアンケート結果から多くの医療従事者が実現を望んでいることがわか

る。通信の双方向化は現行制度においては実現不可能であり、また技術的にも多

くの課題を含んでおり検討が必要である。 

調査検討会では、医療現場で多く利用されている携帯型医療用テレメーターを

中心に双方向化通信を実施するための課題について検討する。 

一方、通信の双方化を必要としない課題については、必ずしも電波法令の制度

改正を必要としないものや他の方法により解決を図るべきものとして整理する。 
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(2) 周波数（チャネル）のひっ迫対応 

医療用テレメーターは特定小電力無線として制度化された当初は、広い占有周

波数帯幅を用いて、心電図以外の様々な患者の生体信号を送信するものとなって

いたが、デジタル化などにより現在では、最も狭帯域のＡ型により患者の様々な

生体信号を伝送しており、周波数の効率的利用はかなり進められているといえる。 

現行制度においては、Ａ型で 480の周波数（チャネル）割当があるが、1.2.5

で示したとおり、混信等の防止や病院での管理の限界から、実際に使用できる数

には限りがある。 

このため病床数の多い病院などで所有台数が 300を超えると、医療の高度化に

対応した新たな導入要望に応えられない状況も出てきている。 

通信の双方向化にあたっては、これらを考慮して周波数の利用効率に注意を払

う必要がある。 
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